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日 時：平成１６年６月３０日（水） 

           午後１時３０分から 
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第３回静岡市・蒲原町合併協議会 
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合同会議次第 
 

日 時 平成１６年６月３０日（水） 
午後１時３０分から 

場 所 蒲原町文化センター 
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１ 開 会 
 
２ あいさつ 
 
３  議 事 
 
（１）協 議 
  ① 基本項目について（協議結果報告） 
② 法による特例項目について 
③ 一般項目について 

 
（２）その他 
 
４ 閉 会 
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Ⅰ 基本項目 

 

項     目 概   要 

１ 合併の方式 【平成 16 年 5 月 28 日開催第 2回協議会提案：同日合意】 

庵原郡蒲原町及び由比町を廃し、その区域を静岡市に編入する

ものとする。 

なお、同区域は仮称Ｃ区（仮称清水区）の区域に編入するもの

とする。 

２ 合併の期日 【平成 16 年 5 月 28 日開催第 2回協議会提案：同日合意】 

平成１８年３月３１日とする。 

３ 合併後の市の名称 【平成 16 年 5 月 28 日開催第 2回協議会提案：同日合意】 

「静岡市」とする。 

４ 合併後の市の事務所の位置 【平成 16 年 5 月 28 日開催第 2回協議会提案：同日合意】 

静岡市の事務所の位置とする。 

５ 財産及び公の施設の取扱い 【平成 16 年 5 月 28 日開催第 2回協議会提案：同日合意】 

蒲原町及び由比町の財産及び公の施設は、すべて静岡市に引き

継ぐものとする。 

 



 
 
 
 
 

法による特例項目協議資料 
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Ⅱ 法による特例項目 

項     目 概   要 協 議 状 況（結果） 

６ 市議会議員の定数及び任期

の取扱い 

合併特例法の在任特例や定

数特例などの特例制度を適用

するかどうか協議する。 

【平成 16 年 5 月 28 日開催第 2 回協

議会提案：継続協議】 

 

７ 農業委員会委員の定数及び

任期の取扱い 

合併特例法等の特例制度を

適用するかどうか、適用する場

合は、在任特例とするのか、複

数の農業委員会を存続させる

のか協議する。  

【平成 16 年 5 月 28 日開催第 2 回協

議会提案：継続協議】 

１市２町の農業委員会で協議 

８ 地方税の取扱い 合併特例法等の不均一課税

等を適用するかどうか協議す

る。 

【平成 16 年 5 月 28 日開催第 2 回協

議会提案：継続協議】 

 

「蒲原町及び由比町の区域の

事業所税については、合併 

特例法第１０条第 1項の規 

定により、合併が行われた 

日の属する年度及びこれに

続く５年度に限り、課税免 

除を適用する。」ことについ

ては、平成 16 年 5 月 28 日 

開催の第 2回協議会で合意 

 

９ 一般職の職員の身分 一般職の職員の取扱いにつ

いては、旧自治体が消滅した時

点でその身分は失われること

になるが、合併特例法の規定に

よりすべての職員は合併市町

村の職員として引き継がれる

ことになる。 

そこで、合併後の職員の身分

の取扱いについて基本的な考

え方を協議する。 

【平成 16 年 5 月 28 日開催第 2 回協

議会提案：同日合意】 

蒲原町及び由比町の定数内

の職員は、すべて静岡市の職員

として引き継ぐものとする。 

職員の任免、給与その他の身

分取扱いについては、静岡市の

職員と不均衡が生じないよう

公正に取扱うものとする。 

10 地域審議会及び地域自治組

織の取扱い 

地域審議会、地域自治区及び

合併特例区を設置するかどう

か、設置する場合は、その基本

的な考え方を協議する。 

（地域自治区及び合併特例区

については、当該事項に係る改

正法が施行された場合の取り

扱いを協議する。） 

【平成 16 年 5 月 28 日開催第 2 回協

議会提案：継続協議】 
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６ 市議会議員の定数及び任期の取扱い 
 
 編入合併の場合の特例（別紙資料 2-3頁のとおり） 
 
１ 定数特例 
（１）編入する市町村の議会の議員の残任期間に相当する期間に限り、編入される市町村

ごとに選挙区を設け、その選挙区ごとに人口比で算出した増加定数を編入する市町村

の議員定数に加えた数をもって、合併市町村の議員の定数とすることができる。 
   この場合、合併時に編入された選挙区については増員選挙が行われることになる。 
（２）この定数特例は、合併時の増員選挙のときだけでなく、合併後最初の一般選挙にお

いても用いることができる。 
 
２ 在任特例 
（１）編入される市町村の議会の議員で当該合併市町村の議会の議員の被選挙権を有する

こととなるものは、編入する市町村の議会の議員の残任期間に相当する期間に限り、

引き続き合併市町村の議会の議員として在任することができる。 
（２）合併時にこの特例を適用した場合、さらに合併後最初の一般選挙の際に、編入され

た旧市町村の区域で選挙区を設けて、選挙区ごとに定数特例による定数で選挙を行う

ことができる。 
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　　　　　　H17.3     H18.3

　　　　　　H17.3     H18.3

静岡市の残任期間

増員選挙 一般選挙

H21.3

一般選挙 一般選挙

在任特例＋定数特例

蒲原１＋由比１＝２人
合併前の関係市町村の
議員全員が在任

静岡53＋蒲原12＋由比11
＝７６人

編入合併特例定数５５人

静岡５３人

静岡市の残任期間
　　最初の一般選挙により選出される
　　議員の任期相当期間＝４年

H21.3 H25.3

５３人

一般選挙 一般選挙

合併前の関係市町村の
議員全員が在任

静岡53＋蒲原12＋由比11
＝７６人
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一般選挙

編入される自治体の議員定数
＝編入する自治体の議員定数×編入される自治体の国調人口/編入する自治体の国調人口

蒲原町：５３人×13,454人/706,513人＝1.0092人→１人
由比町：５３人×10,013人/706,513人＝0.7511人→１人

定数特例

在任特例

H21.3 H25.3

蒲原１＋由比１＝２人 蒲原１＋由比１＝２人

静岡市の残任期間

H25.3

蒲原１＋由比１＝２人

編入合併特例定数５５人

静岡53人
５３人

一般選挙

増員選挙 一般選挙

編入合併特例定数５５人

静岡５３人

編入合併特例定数５５人

静岡53人

定数特例＋定数特例

静岡市の残任期間
　　最初の一般選挙により選出される
　　議員の任期相当期間＝４年
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７ 農業委員会委員の定数及び任期の取扱い 
Ⅰ 合併後の市町村に複数の農業委員会を置く場合 
   農業委員会は、1 市町村１農業委員会が原則だが、その区域を２以上に分けて、その区域
ごとに農業委員会を置くことができる。 
１ 農業委員会等に関する法律第 34 条（境界の変更の場合の特例）を適用する場合 
○ 編入合併の場合 

     市町村の境界変更が行われる場合において、他の市町村の区域の全部又は一部を新たに

その区域に包含することとなつた市町村に、その市町村の従前の区域及び新たに属するこ

ととなつた区域に従前置かれていた各農業委員会の区域を区域としてそれぞれ農業委員会

が置かれるときは、従前の農業委員会は、当該区域を区域とする農業委員会となつて存続

するものとし、従前の農業委員会の委員及び職員は、引き続きその存続する農業委員会の

委員及び職員となるものとする。 （農業委員会等に関する法律第 34 条第 2項） 

 

２ 農業委員会等に関する法律第 34 条（境界の変更の場合の特例）を適用しない場合 
   合併関係市町村の農業委員会の選挙による委員で、合併市町村の農業委員会の委員の被選

挙権を有することとなるものは、合併関係市町村の協議により、次の範囲内で引き続き合併

市町村の農業委員会の選挙による委員として在任することができる。この場合、編入合併も

新設合併と同様に取扱われる。（合併特例法第 8条第３項） 
・ 人数：当該各区域の農業委員会ごとに、１０人以上８０人以内 
・ 任期：当該各区域の農業委員会ごとに、市町村の合併後１年を超えない範囲で当該       

協議で定める期間  
 

Ⅱ 合併後の市町村に１つの農業委員会を置く場合 
   合併関係市町村の農業委員会の選挙による委員で、合併市町村の農業委員会の委員の被選

挙権を有することとなるものは、合併関係市町村の協議により、次の範囲内で引き続き合併

市町村の農業委員会の選挙による委員として在任することができる。（合併特例法第 8条第 1
項） 
○ 編入合併の場合 
・ 人数：４０人以内 
・ 任期：編入をする合併関係市町村の農業委員会の委員の残任期間  
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農業委員会の概要 
１ 農業委員会の性質 
（地方自治法第 180条の５、農業委員会等に関する法律第 3条、同法施行令第２条） 
   農業委員会は、農業委員会等に関する法律及び地方自治法の規定に基づき、一定以上

の農地面積（静岡県では 90ha）のある市町村には必ず置かなければならない合議体の行
政委員会 
   会長及び委員は、非常勤の特別職の地方公務員 
２ 農業委員会の所掌事務の主なもの 
（農地法第４条、同法施行令第１条の７、農業委員会等に関する法律第 6条、） 
・ 農地転用につき県知事が許可する場合の申請書の受理、送付、意見書の添付等 
・ 農地等の利用関係の調整等 
・ 農業者年金事務 等 
３ 委員（農業委員会等に関する法律第 4条） 
   「農民の選挙によって選出される選挙による委員」と「市町村長によって選任される

選任による委員」とで構成 
（１） 選挙による委員（農業委員会等に関する法律第７条、第 8条、第 15条） 
・ 定数は、10人から 40人までの間で条例で定める数 
・ 選挙権・被選挙権は、区域内に住所を有する 20 歳以上、10 アール以上の農地に
つき耕作の業務を営む者 等 
・ 任期は３年 
※ 静岡市 40人（任期：H16.4.1～H19.3.31） 
蒲原町 10人（任期：H14.7.20～H17.7.19） 
由比町 11人（任期：H14.7.20～H17.7.19） 

（２） 選任による委員（農業委員会等に関する法律第 12条） 
市町村長は、下記の者を委員として選任しなければならない。 
①農業協同組合及び農業共済組合が組合ごとに推薦した理事：各１人  

②当該市町村の議会が推薦した学識経験を有する者：５人以内  

※ 静岡市：農業協同組合推薦２人（静岡市農業協同組合、しみず農業協同組合） 

      農業共済組合推薦委員１人（静岡県中部農業共済組合） 

      議会推薦委員５人 

蒲原町：農業協同組合推薦１人（するが路農業協同組合） 

      農業共済組合推薦委員０人 

      議会推薦委員２人 

由比町：農業協同組合推薦１人（するが路農業協同組合） 

      農業共済組合推薦委員０人 

      議会推薦委員３人 

４ 会長（農業委員会等に関する法律第５条） 
   委員の互選で決定（選挙による委員、選任による委員のいずれでも可） 
５ 職員（農業委員会等に関する法律第 20条） 
   農業委員会の事務に従事させるため、職員が置かれ、事務局を構成する。 
   職員は、農業委員会によって任免される。 
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８ 地方税の取扱い 
 合併関係市町村の相互の間で地方税の賦課に関し著しい不均衡があることなどにより、合

併後直ちに合併市町村の全区域に渡って均一の課税をすることが、かえって、住民の負担に

とって不均衡が生じると考えられる場合には、合併特例法第１０条第 1項の規定により、市

町村の合併が行われた日の属する年度及びこれに続く５年度に限り、その衡平を欠く程度を

限度として課税をしないこと又は不均一の課税をすることができるとされている。  

  なお、同条第３項の規定により、合併関係市町村のいずれかが合併の日の前日において市

街化区域農地の宅地並課税の対象となっている場合で(静岡市の場合は、政令指定都市に移
行後であれば対象となる。) 、合併の日の前日において、編入される合併関係市町村の区域
内に所在する宅地並課税の対象ではない市街化区域農地であり、合併の日の属する年の翌

年度から宅地並課税の対象となるものについては、合併の日の属する年の翌年の１月１日

を賦課期日とする年度から５年度分の固定資産税又は都市計画税について、宅地並課税を

適用しないとされている。 

（参考）静岡市、蒲原町及び由比町における市･町税の税率比較（平成１６年４月１日現在） 
 静岡市 蒲原町 由比町 

個人住民税 

（均等割） 
３，０００円 ３，０００円 ３，０００円 

個人住民税 

（所得割） 
標準税率 標準税率 標準税率 

法人住民税 

（均等割） 
標準税率 標準税率 標準税率 

住

民

税 

法人住民税 

（法人税割） 
１２．３％ １２．３％ １２．３％ 

固定資産税 １．４％ １．４％ １．４％ 

軽自動車税 標準税率 標準税率 標準税率 

市町村たばこ税 
一定税率 

（売り渡し本数 1,000 本に付き 2,977 円。ただし、旧３級品は同 1,412 円）

鉱産税 
価格の１％ 

(200 万円以下の場合は 0.7%) 
課税客体なし 

特別土地保有税 課税停止中（平成 15 年税法改正） 

入湯税 １人１日１５０円 課税客体なし 

資産割 

(免税点：事業

所床面積

1,000 ㎡以下) 

600 円/㎡ － － 
事

業

所

税 

従業者割 

(免税点：従業

者数 100 人以

下) 

従業者給与総額

の 0.25% 

(旧清水市域)

H21.3.31 ま

でに課税標準

の算定期間が

終了する事業

まで課税免除 
－ － 

０．３％ ０．２％ － 

都市計画税 
 

都市計画区域は

あるが、市街化区

域はなし（未線引

き）。 

条例で区域を指

定して課税。 

都市計画区域は

あるが、市街化区

域はなし（未線引

き）。 
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【資料】蒲原町及び由比町で新たに市街化区域に設定された地域の 

固定資産税及び都市計画税の取扱い 

 政令指定都市の都市計画区域は、市街化区域と市街化調整区域に区分すること（以下「線

引き」という。）が都市計画法第７条第１項第２号で義務付けられている。したがって、蒲

原町及び由比町が静岡市と合併する際には、線引きが必要となる。 
 市街化区域に所在する土地及び家屋については、固定資産税に加えて、都市計画税が課

税されることになるが、静岡市が３大都市圏の特定市であるため、市街化区域農地の固定

資産税及び都市計画税が宅地並に課税されることとなる。 
 ただし､急激な税負担の上昇とならないよう､次のような措置が講じられている。 
 
≪合併特例法及び地方税法等の規定に基づく措置≫ 

 合併前に線引きが行われた場合には、合併特例法第 10 条第３項の規定により、合併した

年の翌年の１月１日を賦課期日とする年度から５年度分（平成 19～23 年度）について、市

街化区域農地でも農地に準じた課税がされる。そして、地方税法附則第 19 条の３第１項及

び同法施行令附則第 14 条の７第１項の規定に基づき、４年間の段階的な軽減措置（関係機

関に確認中）が講じられた後に、宅地並に課税されることになる。 

 また、市と両町との間で合併直前の都市計画税率に差異があった場合には、合併特例法

第 10 条第１項の規定に基づき、合併した年度及びこれに続く５年度（実質､平成 18～22 年

度）に限り、その差異を限度として課税免除又は不均一課税をすることができる。 

 

              線引き 合併(H18.3.31) 

      

農地の評価 

農地の課税 

固定資産税率 

都市計画税率 

農地評価 

農地課税 

1.4％ 

蒲原町 0.2％ 

(由比町では課税 

 

 

 

 

宅地並評価 

 

 

     

 

 

 

 

【軽減措置】 

 

 

 

 

 

 

 

宅地並課税 

                         

※ 現在､蒲原町は線引きをしていないため、条例に基づき､都市計画区域全域を対象に都市計画税を課

している。 

 

市街化区域 

市街化区域 

していない） 

(合併の翌年から５年間) (４年間) 

(最大５年間) 

※確認中 

農地に準じた課税 

0.3％未満 

【特例適用】 

0.3％ 

又は 
※ 

（特例の適用なし） 

0.3％ 
【特例適用可】 



法による特例項目関連資料 

 2-8

１０ 地域審議会と地域自治組織の取扱い 

地域審議会と地域自治組織の比較表 

地 域 自 治 組 織 

地 域 自 治 区 

区 分 地 域 審 議 会 

合併に際しての 

特 例 制 度 

合 併 特 例 区 

根拠法令 現行合併特例法 

合併特例等に関する法律（新

法） 

改正合併特例法 

合併特例等に関する法律（新

法） 

改正合併特例法 

合併特例等に関する法律（新

法） 

法人格 なし なし あり（特別地方公共団体） 

 

設置区域 旧市町村単位 旧市町村単位(合同も可) 旧市町村単位(合同も可) 

 

設置方法 合併関係市町村の各議会の議

決を経て、協議で定める。 

合併関係市町村の各議会の議

決を経て、協議で定める。 

合併関係市町村の各議会の議

決を経て、協議で規約を定め、

知事の認可を受けて設置 

 

設置期間 合併関係市町村の協議で定め

る期間(先進事例では概ね 10

年) 

合併関係市町村の協議で定め

る期間 

合併関係市町村の協議で定め

る期間(5 年以下) 

規約 ―― 

地域審議会の設置期間、 

構成員の定数、任期、任免 

その他の地域審議会の組 

織及び運営に関し必要な 

事項は、合併関係市町村の 

協議で定める。 

―― 

事務所の位置、名称及び 

所管区域、地域協議会の構 

成員の任期、定数その他の 

地域協議会の組織及び運 

営に関し必要な事項は、合 

併関係市町村の協議で定 

める。 

地域協議会の会長及び 

副会長の選任及び解任の 

方法は、合併関係市町村の 

協議で定める。 

次の事項を規約で規定 

・名称 

・区域 

・設置期間 

・処理する事務 

・公の施設の設置及び管理を行

う場合にあっては、当該公の

施設の名称及び所在地 

・事務所の位置 

・長の任期 

・合併特例区協議会の構成員の

合併市町村の長による選任

及び解任の方法並びに任期 

・合併特例区協議会の会長及び

副会長の選任及び解任の方

法 

・合併特例区協議会の組織及び

運営に関する事項 

 



法による特例項目関連資料 

 2-9

地 域 自 治 組 織 

地 域 自 治 区 

区 分 地 域 審 議 会 

合併に際しての 

特 例 制 度 

合 併 特 例 区 

規約の変更 ―― 

合併後に、協議により定 

められた事項を変更する 

場合は、条例で定めなけれ 

ばならない。(設置期間の 

変更を行うことは、適当で 

はないと解されている。) 

―― 

合併後に、協議により定 

められた事項を変更する 

場合は、条例で定めなけれ 

ばならない。 

(1)合併市町村と合併特例区と

の協議によって定め、知事の

認可を受けなければならな

い。 

(2) (1)の協議については、合

併市町村にあっては議会の議

決、合併特例区にあっては合

併特例区協議会の同意が必要

機能 合併市町村が処理する当該

区域に係る事務に関し合併市

町村の長の諮問に応じて審議

し又は必要と認める事項につ

き合併市町村の長に意見を述

べる。 

合併市町村の長の権限に属

する事務を分掌し、地域の住民

の意見を反映させつつ処理す

る。 

 次の事務のうち、規約で定め

るものを処理する。 

(1)合併関係市町村において処

理されていた事務であって、

合併後の一定期間当該合併関

係市町村の区域であった地域

を単位として処理することが

当該事務の効果的な処理に資

するもの 

(2)合併関係市町村の区域であ

った地域の住民の生活の利便

性の向上等のため、合併後の

一定期間当該合併特例区が処

理することが特に必要と認め

られる事務 

 

事務所 ―― (1)地域自治区に事務所を置く

(2)事務所の位置、名称及び所

管区域は、合併関係市町村の

協議で定める。 

事務所の位置は、合併関係市町

村の協議により規約で定める。

区長等 ―― (1) 事務所長(事務吏員) 

(2)事務所長に代えて区長(特

別職)を置くことができる。 

(3)区長は、地域の行政運営に

関し優れた識見を有する者の

うちから、合併市町村の長が

選任 

 

(1)合併特例区長 

(2) 合併特例区長は、市町村長

の被選挙権を有する者のうち

から、合併市町村の長が選任

(3) 合併特例区長は、合併市町

村の助役、指定都市の区長又

はその出張所長と兼ねること

ができる。 
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地 域 自 治 組 織 

地 域 自 治 区 

区 分 地 域 審 議 会 

合併に際しての 

特 例 制 度 

合 併 特 例 区 

 (4)合併特例区長は、合併特例

区を代表し、その事務を総理

する。 

(5) 合併特例区長は、その権限

に属する事務に関し、合併特

例区規則を制定することがで

きる。 

 

区長等の任

期 

―― 区長(特別職)を置いた場合は、

２年以内で合併関係市町村の

協議で定める期間 

 

２年以内で規約で定める期間 

 

職員 ―― 合併市町村の職員 合併市町村の職員のうちから、

当該合併市町村の長の同意を

得て、合併特例区長が命ずる。

 

予算 合併市町村の予算 合併市町村の予算 (1)合併市町村は合併特例区の

運営について必要と認める予

算上の措置を講ずる。 

(2)合併特例区長は、予算を作

成する。 

(3)合併特例区は、課税権、起

債権を有さない。 

 

協議会等の

設置 

地域審議会 地域協議会 合併特例区協議会 

協議会等の

権限 

市町村が処理する当該区域に

係る事務に関し合併市町村の

長の諮問に応じて審議し又は

必要と認める事項につき合併

市町村の長に意見を述べる 

(1)次に掲げる事項のうち、合

併市町村の長その他市町村の

機関により諮問されたもの又

は必要と認めるものについ

て、審議し、合併市町村の長

その他市町村の機関に意見を

述べることができる。 

① 地域自治区の事務所が所掌

する事務に関する事項 

② ①のほか、市町村が処理す

(1)合併特例区が処理する事務

及び地域振興等に関する施策

の実施その他の合併市町村が

処理する事務であって当該合

併特例区の区域に係るものに

関し、合併市町村の長その他

の機関若しくは合併特例区の

長により諮問された事項又は

必要と認める事項について、

審議し、合併市町村の長その
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地 域 自 治 組 織 

地 域 自 治 区 

区 分 地 域 審 議 会 

合併に際しての 

特 例 制 度 

合 併 特 例 区 

る地域自治区の区域に係る事

務に関する事項 

③ 市町村の事務処理にあたっ

ての地域自治区の住民との連

携の強化に関する事項 

(2) 合併市町村の長は､合併関

係市町村の協議で定める市町

村の施策に関する重要事項で

あって地域自治区の区域に係

るものを決定し､又は変更し

ようとする場合においては、

あらかじめ、協議会の意見を

聴かなければならない。 

(3) 合併市町村の長その他市

町村の機関は、(1)及び(2)の意

見を勘案し、必要があると認め

るときは、適切な措置を講じな

ければならない。 

他の機関又は合併特例区の長

に意見を述べることができ

る。 

(2) 合併市町村の長は、規約で

定める合併市町村の施策に関

する重要事項であって合併特

例区の区域に係るものを決定

し、又は変更しようとする場

合においては、あらかじめ、

協議会の意見を聴かなければ

ならない。 

(3) 合併市町村の長その他の

機関又は合併特例区の長は、

(1)及び(2)の意見を勘案し、

必要があると認めるときは、

適切な措置を講じなければな

らない。 

 

 

 

協議会等の

構成員の選

任 

合併関係市町村の協議で定め

る。 

地域自治区の区域内に住所を

有する者のうちから、合併市町

村の長が選任 

合併特例区の区域内に住所を

有する者で合併関係市町村の

議会の議員の被選挙権を有す

る者のうちから、規約で定める

方法により合併市町村の長が

選任 

 

協議会等の

構成員の任

期 

合併関係市町村の協議で定め

る期間(先進事例では2年程度)

4 年以内で合併関係市町村の協

議で定める期間 

２年以内で規約で定める期間 

協議会等の

会長・副会長 

合併関係市町村の協議で定め

る。(先進事例では、会長、副

会長は委員の互選) 

(1)会長、副会長を置く。 

(2)会長、副会長の選任及び解

任の方法は、合併関係市町村

の協議で定める。 

(3)任期は、構成員の任期によ

る。 

(1)会長、副会長を置く。 

(2)会長、副会長の選任及び解

任の方法は、規約で定める。

(3)任期は、構成員の任期によ

る。 
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地 域 自 治 組 織 

地 域 自 治 区 

区 分 地 域 審 議 会 

合併に際しての 

特 例 制 度 

合 併 特 例 区 

協議会等の

構成員の報

酬 

各種委員の報酬(先進事例) 報酬を支給しないこととする

ことができる。 

報酬を支給しないこととする

ことができる。 

協議会等の

定数等 

構成員の定数、任期、任免その

他の地域審議会の組織及び運

営に関し、必要な事項は合併関

係市町村の協議で定める。 

構成員の定数その他の地域協

議会の組織及び運営に関し必

要な事項は、合併関係市町村の

協議で定める。 

構成員の定数その他の合併特

例区協議会の組織及び運営に

関し、必要な事項は規約で定め

る。 

住所の表示 ―― 地域自治区の名称を冠する 合併特例区の名称を冠する。 

解散 設置期間満了により解散 設置期間満了により解散 設置期間満了により解散 

 



 
 
 
 
 

一般項目協議資料 
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Ⅳ 一般項目 

項     目 概   要 協 議 結 果 

12 一部事務組合等の取扱い 合併前の自治体が加入している

一部事務組合のほか、協議会等(静

庵地区広域市町村圏協議会等)を

構成している他の加盟団体との協

議が必要になるため、合併後の取

扱いについて基本的な考え方を協

議する。 

 

 

 

13 使用料、手数料等の取扱い 各自治体に存在する同一目的の

施設や、同一の種類の事務につい

ての使用料、手数料等の取扱いに

ついて基本的な考え方を協議す

る。 

 

 

14 国民健康保険事業の取扱い 国民健康保険事業の取扱いにつ

いて基本的な考え方を協議する。

 

 

 

15 組織及び機構 編入合併の場合は、編入する自

治体の組織及び機構を適用するこ

とになるが、合併に伴い変更が必

要となる組織及び機構の取扱いに

ついて基本的な考え方を協議す

る。 

 

 

 

16 特別職の職員の身分 編入合併の場合は、編入する自

治体の特別職の職員の身分に変更

はなく、編入される自治体の特別

職の職員はすべてその身分を失

う。 

 

 

17 条例・規則の取扱い 編入合併の場合は、編入する自

治体の条例・規則を適用すること

になるが、合併に伴い制定、改廃

が必要となる条例・規則の取扱い

について基本的な考え方を協議す

る。 
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項     目 概   要 協 議 結 果 

18 公共的団体等の取扱い 農林水産業関係団体、商工業関

係団体、文化団体、体育団体、厚

生福祉関係団体等の公共的団体等

の取扱いについては、地方自治法

第１５７条第１項で「普通地方公

共団体の長は、当該普通地方公共

団体の区域内の公共的団体等の活

動の綜合調整を図るため、これを

指揮監督することができる。」と規

定されていることから、その統合

に向けた基本的な考え方を協議す

る。 

 

19 補助金、交付金等の取扱い  各自治体の各種団体に対して、

補助金や交付金等を交付する措置

を講じているが、これらの補助金

や交付金等はそれぞれの団体の特

性により交付条件が異なってい

る。 

 そこで、合併後の団体の円滑な

活動を確保する必要があるため、

合併後の補助金、交付金等の取扱

いについて基本的な考え方を協議

する。 

 

20 行政連絡機構の取扱い 行政連絡の基礎となる町内会・

自治会組織をどのように取扱うの

か、その基本的な考え方を協議す

る。 

 

 

21 町・字名の取扱い 各自治体の町名の取扱いについ

て、どのように調整するのか。特

に、同一町名の場合の取扱いをど

のようにするのかについて基本的

な考え方を協議する。 

 

22 各種福祉制度の取扱い 各自治体の各種福祉制度を調整

するにあたり、その基本的な考え

方を協議する。 

 

 

23 慣行の取扱い 編入合併の場合は、編入する自

治体の慣行を適用することが多い

が、編入される自治体独自の慣行

の取扱いについて基本的な考え方

を協議する。 
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項     目 概   要 協 議 結 果 

24 保健衛生事業の取扱い 保健所事業、保健センター事業

等の保健衛生業務の実施・調整に

ついて基本的な考え方を協議す

る。 

 

 

25 清掃事業の取扱い  ごみ収集・処理事業、し尿収集・

処理事業の実施・調整について基

本的な考え方を協議する。 

 

 

26 各種産業制度の取扱い 商工金融制度や農林水産業関係

の諸制度などの各種産業制度の取

扱いについて基本的な考え方を協

議する。 

 

 

27 教育制度の取扱い 学校給食事業、公民館事業等に

ついて基本的な考え方を協議す

る。 

 

 

28 消防団の取扱い  消防団の組織、任用基準等につ

いて基本的な考え方を協議する。

 

 

29 上水道事業の取扱い 上水道施設、水道料金等の取扱

いについて基本的な考え方を協議

する。 

 

 

30 下水処理事業の取扱い 合併後の下水処理方法について

基本的な考え方を協議する。 

 

 

31 各種事務事業の取扱い 合併後の各種事務事業の取扱い

について基本的な考え方を協議す

る。 

 

 

32 その他 前項までの項目以外に合併協議

会での協議が必要な項目が生じた

場合、その基本的な考え方を協議

する。 
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１２ 一部事務組合等の取扱い 
すり合わせ方針（案） 
 
 
 
 
由比町、蒲原町の一部事務組合等の主なもの（平成 16年 4月１日現在） 
１ 一部事務組合 
一部事務組合 設 置 処理事務 設置団体 

共立蒲原総合病院組合 

（看護師養成所併設） 

S30.10.1 病院の経営・看護師の養成 等 

富士川町中之郷 

職員数：４１３人（外臨時６１人） 

（外ﾊﾟｰﾄ６２人） 

富士川町 

蒲原町 

由比町 

芝川町 

庵原郡環境衛生組合 

 

S36.12.25 し尿・ごみ・斎場の運営 

・し尿･ごみ処理施設：富士川町中之郷 

・最終処分場：由比町東山寺 

・斎場：蒲原町蒲原 

・ 職員数：１８人（外臨時３人） 

（外ﾊﾟｰﾄ１人） 

富士川町 

蒲原町 

由比町 

庵原地区消防組合 

 

S45.4.1 消防・救急業務 

・由比町(庵原消防署)  １ 

・富士川町(富士川分署) １ 

・蒲原町         ０ 

・職員数：６６人（外臨時２人） 

富士川町 

蒲原町 

由比町 

県道富士宮由比線市町

道富士川由比線道路組

合 

S35.3.31 県道富士宮由比線の要望活動及び市町

道富士川由比線の維持管理 

富士宮市 

富士川町 

由比町 

 

２ 法定協議会 
名   称 概   要 

静庵地区広域市町村圏協

議会 
 静清庵地区広域市町村圏の振興整備に関する計画の策定等

を行うため、静岡市、清水市、富士川町、蒲原町、由比町によ

り、地方自治法第 252 条の２に基づく協議会として、昭和 47
年に設置された。 
その後、平成 15 年の静岡市と清水市の合併により、構成市
町は１市３町となった。 

 
３ 任意の協議会のうち、次の基準による主なもの 
・ 地方公共団体のみで構成されているもの 
・ 静岡市、蒲原町、由比町以外の団体が構成員となっているもの 
・ 住民生活に関係の深い事務の処理を目的としたもの 

 



一般項目関連資料 

 3-5

蒲原町・由比町 
名   称 概   要 

静庵地域医療協議会 県・静岡・庵原医療圏域の医療計画・整備に関する協議。 
静岡県、静岡市、庵原郡３町で組織 

静岡県住宅建設推進協議

会 

公的施設住宅の建設の促進及び管理事務の合理化並びに住

環境整備事業促進を図るとともに、その質的向上を図る。 

県内69市町村で組織 

静岡地区戸籍住民基本台

帳事務協議会 

 

戸籍住民基本台帳事務の研究、統一及び相互連携の緊密化を

図る。 

静岡市、蒲原町及び由比町を含む県中部の４市８町で組織 

静岡県外国人登録事務協

議会 

外国人登録事務の研究、改善及び円滑な実施に資する。 

県内市町村で組織 

静岡地方税務研究会 静庵地区における税務行政の協力体制の強化と職員の能力

向上を図り、税務行政の運営に寄与する。 

 静岡財務事務所、静岡市及び庵原郡３町で組織 

中部圏域ごみ処理広域化

推進協議会 
中部圏域ごみ処理広域化計画の策定及びこれに基づく計画

的かつ広域なごみ処理体制の整備を図る。 
静岡市、庵原郡３町及び庵原郡環境衛生組合で組織 

東駿河湾工業用水道協力

会 
東駿河湾工業用水事業の健全な発展と岳南地区、静庵地区の

発展と住民生活の向上を図る。 
静岡市、富士市及び庵原郡３町で組織 

 
４ 財産区 
該当なし 
 

５ 公社 
（１） 公法人たる公社 

該当なし 
（２） その他の公社 

該当なし  
 
６ 第 3セクター 
蒲原町・由比町 
名   称 概   要 

（株）トーカイ・ブロードバ

ンド・コミュニケーションズ 
昭和４７年設立 
資本金２０億９，７００万円 
（蒲原町出資金３０万円、由比町出資金３０万円） 
新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業による国庫補助金を

受け、庵原郡内のケーブルテレビ基盤の充実を図る。 
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３
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８
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６
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２
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３
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立
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総
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蒲
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中
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中
之
郷
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3
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４
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字
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岸
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役
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介
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保
健
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し
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処
理
施
設
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富
士
川
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士
川
町
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学
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処
理
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設
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設
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０
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５
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５
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３
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２
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２
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９
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５
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０
０
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０
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０
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０
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９
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５
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（
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０
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1
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2
3
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金
）
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5
9
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4
6
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,９
９
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,１
９
２
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金
）
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5
5
,1
6
5
円
含
む
）

起
債
未
償
還
残
高
７
,６
８
２
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８
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７
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【
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4
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）
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【
最
終
処
分
場
施
設
】

敷
地
面
積
１
５
,０
９
８
㎡
 (
H
3
.4
)

「
減
価
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却
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耐
用
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る
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介
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定
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金
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費
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金
の
ほ
か
２
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均
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金
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金
）
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合
計

　
【
負
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合
】

人
口
割

（
国
勢
調
査
）

【
負
担
割
合
】

均
等
割



一般項目関連資料 

 3-7

１３ 使用料、手数料等の取扱い 
すり合わせ方針（案） 

 
 
 

 
１ 使用料（地方自治法第２２５条） 
   普通地方公共団体は、第２３８条の４第４項の規定による許可を受けてする行政財産の使用

又は公の施設の利用につき使用料を徴収することができる。 
   （第２３８条の４第４項 「行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を

許可することができる。」 ） 

２ 手数料（地方自治法第２２７条） 
   普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体の事務で特定の者のためにするものにつき、手

数料を徴収することができる。 
 
３ 主な使用料徴収施設 
 

静 岡 市 蒲 原 町 由 比 町 
公民館 斎場（一部事務組合） 
体育館 公民館 中央公民館 
市立学校グラウンド夜間照明施

設 
体育館 町民体育館 

女性会館 町立学校グラウンド夜間照明施

設 
社会体育用夜間照明施設 

市民文化会館 福祉センター 由比駅前駐輪場 
清水文化センター コミュニティセンター 東海道広重美術館 
アートギャラリー  由比本陣記念館 
市民ギャラリー  青少年野外センター 
音楽館  スポーツ公園テニスコート 
総合運動場  老人福祉センター 
城北運動場  保健センター 
蛇塚スポーツグラウンド   
中央子育て支援センター   
勤労者福祉センター   
駿府匠宿   
ふれあい健康増進館   
駐車場   
少年自然の家   
清水海洋活動センター   
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４ 主な手数料 

 

 

項   目 静岡市 蒲原町 由比町 

抄本（個人） 450 円 450 円 450 円 

謄本（全員） 450 円 450 円 450 円 

除籍・原戸籍（個人） 750 円 750 円 750 円 

除籍・原戸籍（全員） 750 円 750 円 750 円 

附票抄本（個人） 300 円 300 円 300 円 

附票謄本（全員） 300 円 300 円 300 円 

戸籍 

身分証明書 300 円 300 円 300 円 

抄本（個人） 300 円 300 円 300 円 

謄本（全員） 300 円 300 円 350 円 住民票 

記載事項証明 300 円 300 円 300 円 

交付手数料 300 円 300 円 300 円 

手帳（印鑑登録証）発行 300 円 無料 無料 
印鑑登録 

証明書 
手帳（印鑑登録証）再発行 300 円 400 円 400 円 

評価・公課（土地家屋）証明 

300 円 

評価証明は、１件増す毎に 50 円

を増徴 

台帳閲覧 

（地方税法第 382 条の３） 

300 円 

同一の納税義務

者について同時

に２件以上証明

する場合は２件

目以降１件 100

円加算 

300 円 300 円 資産 

地籍図 
A3・１枚につき

300 円 

閲覧 300 円 

コピー１枚に

つき 20 円 

300 円 

コピー１枚に

つき 30 円 

課税証明（所得証明） 300 円 300 円 300 円 

納税証明 300 円 300 円 300 円 
納税証明 

軽自動車継続検査用納税証明 無料 無  料  再発行 300 円 

公簿の閲覧   １冊 300 円 １回 300 円 １冊 300 円 

住宅用家屋証明 １件 1,300 円 １件 300 円 １件 300 円 

分類数 ５ ６ ８ ８ 

指定ごみ袋料金 

45 ㍑､20 ㍑ 

(小売店により料

金異なる) 

市の認定袋（スー

パーのレジ袋等）

は無料 

大 45 ㍑ 25 円 

中 30 ㍑ 20 円 

小 20 ㍑ 15 円 

 

（ごみ処理手数料含む） 

指定ごみ袋使用範囲 
可燃ご

み、缶

可燃ご

み 
可燃ごみ 

ごみ処理 

粗大ゴミ処理手数料 無  料 無  料 



主
な
公
の
施
設

参
考
資
料

静
岡
市

蒲
原
町

由
比
町

女
性
会
館

西
部
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
セ
ン
タ
ー

由
比
駅
前
駐
輪
場

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー

東
部
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
セ
ン
タ
ー

東
海
道
広
重
美
術
館

日
本
平
動
物
園

中
央
公
民
館

由
比
本
陣
記
念
館
（
御
幸
亭
）

市
民
ギ
ャ
ラ
リ
ー

福
祉
セ
ン
タ
ー

由
比
本
陣
公
園

静
岡
音
楽
館

児
童
館

児
童
館
(子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
併
設
)

静
岡
科
学
館

体
育
館

由
比
保
育
園

博
物
館
（
美
術
館
）
（
登
呂
、
芹
沢
）

プ
ー
ル

入
山
保
育
園

市
民
文
化
会
館

図
書
館

保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
（
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
・
保
健
セ
ン
タ
ー
）

静
岡
市
民
文
化
会
館
前
駐
車
場

西
部
保
育
園

町
営
住
宅
由
比
南
団
地

静
岡
ア
ー
ト
ギ
ャ
ラ
リ
ー

東
部
保
育
園

町
営
住
宅
町
屋
原
団
地

清
水
文
化
セ
ン
タ
ー

西
小
学
校

町
営
住
宅
町
屋
原
南
団
地

清
水
文
化
セ
ン
タ
ー
春
日
町
駐
車
場

東
小
学
校

町
営
住
宅
室
野
団
地

清
水
文
化
セ
ン
タ
ー
上
清
水
町
駐
車
場

蒲
原
中
学
校

町
営
住
宅
阿
僧
団
地

体
育
館
（
６
）

保
健
セ
ン
タ
ー

由
比
駅
前
公
園

城
北
運
動
場

児
童
セ
ン
タ
ー

陣
笠
山
公
園

西
ケ
谷
運
動
場

老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー

入
山
親
水
公
園

有
度
山
総
合
公
園
運
動
施
設

旧
五
十
嵐
邸

由
比
中
学
校

ふ
れ
あ
い
健
康
増
進
館
「
ゆ
ら
ら
」

日
の
出
荘
(
公
営
住
宅
)

由
比
小
学
校

清
水
総
合
運
動
場

新
栄
荘
A
(
公
営
住
宅
)

北
小
学
校

日
本
平
運
動
公
園
球
技
場
・
庭
球
場

新
栄
荘
B
(
公
営
住
宅
)

由
比
幼
稚
園

清
水
蛇
塚
ス
ポ
ー
ツ
グ
ラ
ウ
ン
ド

み
は
ま
荘
(
公
営
住
宅
)

由
比
町
民
体
育
館

清
水
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
セ
ン
タ
ー

中
浜
荘
A
(
公
営
住
宅
)

由
比
川
ス
ポ
ー
ツ
公
園

清
水
清
見
潟
公
園
体
育
館
・
室
内
プ
ー
ル
・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
室
中
浜
荘
B
(
公
営
住
宅
)

中
央
公
民
館

霊
園
（
愛
宕
、
沓
谷
、
沼
上
、
清
水
大
平
山
）
、
納
骨
堂

大
沢
荘
A
(
公
営
住
宅
)

青
少
年
野
外
セ
ン
タ
ー

斎
場
（
静
岡
、
清
水
）

大
沢
荘
B
(
公
営
住
宅
)

水
道
施
設

国
民
健
康
保
険
井
川
診
療
所

み
は
ら
し
公
園

急
病
セ
ン
タ
ー

日
の
出
公
園

大
川
高
齢
者
生
活
福
祉
セ
ン
タ
ー

は
ま
か
ぜ
公
園

井
川
高
齢
者
生
活
福
祉
セ
ン
タ
ー

中
尾
羽
根
親
水
公
園

老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
（
７
）

と
め
だ
し
ひ
が
し
公
園

有
永
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム

枡
形
向
高
台
公
園

養
護
老
人
ホ
ー
ム
（
２
）

新
栄
公
園

老
人
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
（
清
水
有
度
、
清
水
社
会
福
祉
会
館
）
諏
訪
第
1
公
園

老
人
憩
の
家
（
清
水
東
部
、
清
開
き
ら
く
荘
）

諏
訪
第
2
公
園

老
人
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
（
清
水
有
度
、
清
水
社
会
福
祉
会
館
）
な
か
よ
し
公
園

世
代
間
交
流
セ
ン
タ
ー
（
清
水
北
部
、
清
水
南
部
）

ふ
れ
あ
い
公
園
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静
岡
市

蒲
原
町

由
比
町

中
央
福
祉
セ
ン
タ
ー

日
産
前
公
園

清
水
社
会
福
祉
会
館

西
町
ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ
ｰ
公
園

公
立
保
育
所
（
４
９
園
）

や
よ
い
公
園

中
央
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー

水
道
施
設

児
童
館
（
８
館
）

清
水
母
子
短
期
保
護
所

桜
の
園
（
療
護
施
設
、
福
祉
セ
ン
タ
ー
）

ワ
ー
ク
春
日
（
福
祉
ホ
ー
ム
、
授
産
施
設
）

清
水
ひ
び
き
ワ
ー
ク
（
授
産
施
設
）

清
水
み
な
と
ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
（
福
祉
セ
ン
タ
ー
）

桜
の
園
（
生
活
訓
練
ホ
ー
ム
）

桜
の
園
城
北
館
（
生
活
訓
練
ホ
ー
ム
）

わ
ら
し
な
ロ
ッ
ジ
（
生
活
訓
練
ホ
ー
ム
）

清
水
な
ぎ
さ
ホ
ー
ム
（
生
活
訓
練
ホ
ー
ム
）

わ
ら
し
な
学
園
（
知
的
障
害
者
更
正
施
設
）

清
水
う
な
ば
ら
学
園
（
知
的
障
害
者
更
正
施
設
）

足
久
保
学
園
（
知
的
障
害
者
授
産
施
設
）

清
水
う
し
お
ワ
ー
ク
（
知
的
障
害
者
授
産
施
設
）

心
身
障
害
児
福
祉
セ
ン
タ
ー
「
い
こ
い
の
家
」
（
知
的
障
害
児
通
園
施
設
）

清
水
い
い
だ
授
産
所
（
心
身
障
害
者
小
規
模
授
産
所
）

清
水
い
い
だ
第
二
授
産
所
（
心
身
障
害
者
小
規
模
授
産
所
）

清
水
お
じ
ま
授
産
所
（
心
身
障
害
者
小
規
模
授
産
所
）

清
水
う
み
の
こ
セ
ン
タ
ー
（
母
子
療
育
訓
練
セ
ン
タ
ー
）

保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
（
７
セ
ン
タ
ー
）

清
水
保
健
セ
ン
タ
ー

動
物
愛
護
館

勤
労
者
福
祉
セ
ン
タ
ー

清
水
港
海
づ
り
公
園

港
湾
会
館
清
水
日
の
出
セ
ン
タ
ー

高
等
技
能
学
校

駿
府
匠
宿

清
水
勤
労
者
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
（
清
水
テ
ル
サ
）

清
水
産
業
・
情
報
プ
ラ
ザ

温
泉
浴
場
（
４
)

梅
ケ
島
コ
ン
ヤ
の
里
レ
ク
リ
ェ
ー
シ
ョ
ン
施
設

畑
薙
ロ
ッ
ジ

南
ア
ル
プ
ス
井
川
オ
ー
ト
キ
ャ
ン
プ
場
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静
岡
市

蒲
原
町

由
比
町

南
ア
ル
プ
ス
井
川
観
光
会
館

静
岡
林
業
セ
ン
タ
ー

藁
科
都
市
山
村
交
流
セ
ン
タ
ー

日
影
沢
親
水
園

清
水
三
保
海
の
家

清
水
三
保
ユ
ー
ス
・
ホ
ス
テ
ル

清
水
港
船
宿
記
念
館

坐
漁
荘

清
水
農
村
環
境
改
善
セ
ン
タ
ー

用
宗
フ
ィ
ッ
シ
ャ
リ
ー
ナ

静
岡
ヘ
リ
ポ
ー
ト

市
営
駐
車
場
（
清
水
駅
西
口
、
東
口
、
清
水
折
戸
、
草
薙
駅
前
、
エ
キ
パ
）

市
営
駐
輪
場
（
１
４
）

市
営
住
宅
（
６
６
団
地
、
２
店
舗
）

清
水
防
災
セ
ン
タ
ー

学
校
（
幼
1
5
、
小
8
5
、
中
4
1
、
高
3
）

教
育
セ
ン
タ
ー

学
生
寮

青
少
年
の
家
(
２
)

少
年
自
然
の
家
(
２
)

公
民
館
（
２
８
館
）

図
書
館
（
９
館
）

視
聴
覚
セ
ン
タ
ー
（
２
館
）

静
岡
市
立
病
院
(
２
)

看
護
専
門
学
校
（
２
）

簡
易
水
道
施
設
（
２
３
施
設
）

ス
ポ
ー
ツ
広
場
（
４
）

清
水
駅
東
口
ク
ラ
イ
ミ
ン
グ
場

キ
ャ
ン
プ
場
（
３
）

市
立
病
院
駐
車
場
（
２
）

農
業
集
落
排
水
施
設
（
６
）

営
農
飲
雑
用
水
施
設

清
水
森
林
公
園

清
水
魚
市
場

清
水
漁
民
会
館

改
良
住
宅
(
1
1
)

海
外
引
揚
者
住
宅
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静
岡
市

蒲
原
町

由
比
町

特
定
公
共
賃
貸
住
宅
（
２
）

勤
労
青
少
年
ホ
ー
ム
（
２
）

青
年
研
修
セ
ン
タ
ー

海
洋
活
動
セ
ン
タ
ー

文
化
財
資
料
館

公
園

水
道
施
設

下
水
道
施
設

清
水
勤
労
者
福
祉
セ
ン
タ
ー
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一般項目関連資料 

１４ 国民健康保険事業の取扱い 
 
 
 
 
 
１ 保険給付の現況（平成 16年 4月 1日現在） 
区 分 静岡市 蒲原町 由比町 

給付割合 ７割 ７割 ７割 
出産育児一時金 ３００，０００円 ３００，０００円 ３００，０００円 
葬祭費 ５０，０００円 ５０，０００円 ５０，０００円 
２ 保険料（税）の現況 

区  分 静岡市 蒲原町 由比町 
賦課年月日 平成 16年 4月 1日 平成 16年 4月 1日 平成 16年 4月 1日 
賦課方法 保険料 保険税 保険税 
算定方式 旧ただし書方式 旧ただし書方式 旧ただし書方式 
仮算定 無 有 有 

納期 6月末～3月末まで
の毎月末 10回 

4月末、6月末（仮算定） 
8月～2月末の偶数月末 

4月末、6月末（仮算定） 
8月～2月末の偶数月末 

本算定 － 8月初～中旬に送付 8月初～中旬に送付 
保険料（税）率    
所得割額 基礎控除後所得の 

6.1％ 
基礎控除後所得の 

4.87％ 
基礎控除後所得の 

5.14％ 
資産割額 25％ 34.63％ 35.00％ 
均等割額 28,800円 17,000円 24,500円 
平等割額 24,600円 19,800円 28,700円 
賦課限度額 530,000円 530,000円 530,000円 

医

療

分 

１人当たり保険料(税) 77,662円 69,550円 80,973円 
所得割額 基礎控除後所得の 

1.2％ 
基礎控除後所得の 

1.1％ 
基礎控除後所得の 

0.65％ 
資産割額 － 7.49％ 6.60％ 
均等割額 9,900円 4,500円 5,200円 
平等割額 － 3,700円 3,800円 
賦課限度額 80,000円 80,000円 80,000円 

 

介

護

分 

１人当たり保険料(税) 19,662円 22,148円 20,711円 
※ 蒲原町及び由比町の保険税は、一昨年の所得に基づいた仮算定数字で、現在、前年度

所得に基づいた本算定を実施中 
３ 被保険者数等 

区    分 静岡市 蒲原町 由比町 
被保険者数(平成 16年３月末) 262,439人 5,219人 4,077人 
財政援助的な一般会計繰入金(H14決算) 376,679千円 20,557千円 30,000千円 

すり合わせ方針（案） 
 

 



一般項目関連資料 
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１５ 組織及び機構 
すり合わせ方針（案） 
 

 

 

 
 
○ 政令指定都市については、組織上の特例として、地方自治法第２５２条の２０第１項で区及

び区の出張所の設置について次のように規定されている 

「指定都市は、市長の権限に属する事務を分掌させるため、条例で、その区域を分けて区を

設け、区の事務所又は必要があると認めるときはその出張所を置くものとする。」  

 

◎ 静岡市における区役所の業務（予定） 

 

１ 本庁と区役所の役割 

・ 本庁は、全市に関係する基本的な方針や政策的な意思を決定し、区役所はその方針に基づき

事務事業を実施 

・ 区役所は市民生活にかかわりの深いサービスの提供を行なうとともに、市民に最も身近な行

政機関として、地域の振興に関する総合窓口となり、コミュニティづくりや自治振興の業務

を行なう。 

 

２ 区役所の主な仕事 

課  名 主 な 業 務 

地域総務課 区役所のとりまとめ業務、選挙業務、文書業務、職員厚生業務 

まちづくり推進課 地域振興業務、町内会・自治会との連絡調整業務、区民からの相談業務 

戸籍住民課 各種証明書の交付業務、戸籍・住民基本台帳業務 

国保年金課 国民健康保険業務、国民年金業務 

納税課 市税の徴収業務 

市民税課 個人市民税（普通徴収分）・軽自動車税の賦課業務 

資産税課 固定資産税（土地・家屋）・都市計画税の賦課業務、市税証明業務 

社会福祉課 生活困窮者の支援・保護及び地域福祉業務 

保育児童課 児童手当業務、母子家庭等支援業務、家庭児童相談業務、保育園入所業務

障害者支援課 障害者支援サービス業務 

高齢介護課 高齢者支援サービス業務、介護保険業務 

会計課 会計審査業務 
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